
公益法人の区
分

国認定、都道府
県認定の区分

応札・応募者数
継続支出の
有無

※公益法人の区分において、「公財」は、「公益財団法人」、「公社」は「公益社団法人」、「特財」は、「特例財団法人」、「特社」は「特例社団法人」をいう。

（注）必要があるときは、各欄の配置を著しく変更することなく所要の変更を加えることその他所要の調整を加えることができる。

公益法人に対する競争入札による契約の見直しの状況（公共工事）

点検結果
（見直す場合はその内容）公共工事の名称、

場所、期間及び種
別

契約担当官等の氏名並
びにその所属する部局
の名称及び所在地

契約を締結した日
一般競争入札・指
名競争入札の別
（総合評価の実施）

予定価格 契約金額 落札率 備考
契約の相手方の商
号又は名称及び住

所

公益法人の場合

法人番号

様式６－１

該当なし

様式６－１



公益法人の区
分

国所管、都道府
県所管の区分

応札・応募者数
継続支出の
有無

※公益法人の区分において、「公財」は、「公益財団法人」、「公社」は「公益社団法人」、「特財」は、「特例財団法人」、「特社」は「特例社団法人」をいう。

（注）必要があるときは、各欄の配置を著しく変更することなく所要の変更を加えることその他所要の調整を加えることができる。

公益法人に対する随意契約の見直しの状況（公共工事）

点検結果
（見直す場合はその内容）

備考
再就職の役員

の数

公共工事の名称、
場所、期間及び種

別

契約担当官等の氏
名並びにその所属
する部局の名称及

び所在地

契約を締結した日 予定価格 契約金額 落札率

随意契約によ
ることとした会
計法令の根拠
条文及び理由
（企画競争又
は公募）

公益法人の場合契約の相手方の商
号又は名称及び住

所
法人番号

様式６－２

該当なし

様式６－２



公益法人の区
分

国認定、都道府
県認定の区分

応札・応募
者数

継続支出
の有無

平成28年度収入保険制度
検討調査事業（個人経営
体）

支出負担行為担当
官農林水産省大臣
官房参事官（経理）
菅原誠治
東京都千代田区霞
が関1-2-1

平成28年4月1日

公益社団法人全国
農業共済協会
東京都千代田区一
番町19番地

4010005003183
一般競争契約
（総合評価）

- 112,219,999 - 公社 国認定 2 - 平成28年度で終了する事業 有

平成28年度及び平成29年
度農林水産業･食品産業
科学技術研究推進事業に
おける研究成果の普及状
況把握･分析調査等に係
る業務委託事業

支出負担行為担当
官農林水産省大臣
官房参事官（経理）
菅原誠治
東京都千代田区霞
が関1-2-1

平成28年4月1日

公益社団法人農林
水産・食品産業技
術振興協会
東京都港区赤坂1
丁目9番13号

8010405000743
一般競争契約
（総合評価）

312,587,611 308,507,802 98.6% 公社 国認定 1 -

事務委託先等の選定に当たっては、26年度に一者応札であったことから、より多く
の者の入札を促すため、公募時期の早期化、農林水産省のホームページや調達
情報メールマガジン等による情報発信及び入札説明会の実施等、一者応札の改
善に向けた取組に努めている。
なお、本事業は民間事業者の参画を促すため、国庫債務負担行為により２か年
の契約としている。また、平成29年度で終了する事業である。

有

平成２８年度放射性物質
影響調査推進事業

支出負担行為担当
官水産庁長官佐藤
一雄
東京都千代田区霞
が関1-2-1

平成28年4月1日

公益財団法人海洋
生物環境研究所
東京都新宿区山吹
町347番地藤和江
戸川橋ビル7階

4011105005400
一般競争契約
（総合評価）

- 345,600,000 - 公財 国認定 1 -

平成28年度は１者応札であったが、本事業は総合評価落札方式による一般競争
で委託先を決定しており、新規事業者にとっては入札評価の資料となる提案書の
作成が一つのハードルになっていると考えられたことから、平成29年度の入札手
続においては、新規事業者が入札に参加しやすいよう入札説明会を２回開催し、
１回目の説明会を昨年度の説明会よりも早期に行うことで、提案書を作成する時
間的余裕が持てるように見直した。

有

水産多面的機能発揮対策
支援事業

支出負担行為担当
官水産庁長官佐藤
一雄
東京都千代田区霞
が関1-2-1

平成28年4月1日

公益社団法人全国
豊かな海づくり推進
協会
東京都中央区日本
橋小伝馬町9番6号

8010005003106
一般競争契約
（総合評価）

- 14,985,000 - 公社 国認定 1

連名契約
（公益法人以
外への支出を
含めた契約総
金額は
99,900,000円）

本事業は、平成28年度より委託事業として実施したものであり、入札公告に先立
ち仕様書（案）に対する意見公募や説明会を実施し、業務内容及び業務量の明確
化等により、競争性の確保に努めたところであるが、1者応札となった。平成29年
度については、上記に加え公告期間の拡大により新規参入を促すことや、過年度
の報告書を閲覧可能とすることにより競争性が確保されるよう見直した。

無

平成28年度東アジア包括
的植物品種保護戦略委託
事業

支出負担行為担当
官農林水産省大臣
官房参事官（経理）
菅原誠治
東京都千代田区霞
が関1-2-1

平成28年5月13日

公益社団法人農林
水産・食品産業技
術振興協会
東京都港区赤坂1
丁目9番13号

8010405000743
一般競争契約
（総合評価）

19,154,524 18,630,000 97.2% 公社 国認定 1 -
本事業の専門性の高さに鑑み、事業への参加に当たっては十分な検討が必要で
あるため、同種案件の経験が少ない企業等が十分な準備期間を確保できるよう
公告時期の早期化を図るとともに、公告期間を長期間となるよう見直しを行った。

有

平成28年度三国山地/赤
谷川・生物多様性復元計
画推進事業
（一式）

支出負担行為担当
官関東森林管理局
長漆原勝彦
群馬県前橋市岩神
町4-16-25

平成28年5月13日

公益財団法人日本
自然保護協会
東京都中央区新川
1-16-10

7010005016562
一般競争契約
（総合評価）

- 21,924,000 - 公財 国認定 1 -

特定の事業者のみが参加可能となる仕様や参加資格とはなっていなかったが、
平成28年度は1者応札であったことから、平成29年度は公告期間の延長を図ると
ともに、従来は、関東森林管理局所在地である前橋市で開催していた入札説明会
を、東京で開催することにより、より多くの者の参加を促すような対策を図り、競争
性の確保・向上に資するよう見直した。

有

平成28年度食料生産地域
再生のための先端技術展
開事業における研究課題
の進行管理調査等に係る
業務委託事業

支出負担行為担当
官農林水産省大臣
官房参事官（経理）
菅原誠治
東京都千代田区霞
が関1-2-1

平成28年6月14日

公益社団法人農林
水産・食品産業技
術振興協会
東京都港区赤坂1
丁目9番13号

8010405000743
一般競争契約
（総合評価）

35,904,600 29,944,380 83.3% 公社 国認定 1 -
資料招請を早期に実施し、参入の疑問や疑念の払拭に努めるとともに、新規参入
希望者への丁寧な説明を行うことで、入札参加が可能となるよう見直しを行った。

有

平成28年度農業経営法人
化等全国推進委託事業

支出負担行為担当
官農林水産省大臣
官房参事官（経理）
菅原誠治
東京都千代田区霞
が関1-2-1

平成28年7月21日

公益社団法人日本
農業法人協会
東京都千代田区二
番町9-8

3010005018892
一般競争契約
（総合評価）

- 49,140,000 - 公社 国認定 1 -
平成28年度は1者応札であったことから、説明会で事業内容、業務量、審査基準
をより具体的に説明するとともに、本事業は多数の人員が必要な業務内容である
ため、共同事業体での参加を可能とする見直しを行った。

無

森林吸収源インベントリ情
報整備事業（伐採木材製
品（HWP）に係る炭素蓄積
変化量の算定等）

支出負担行為担当
官林野庁長官今井
敏
東京都千代田区霞
が関1-2-1

平成28年9月7日

公益財団法人国際
緑化推進センター
東京都文京区後楽
1丁目2番1号林友
ビル3階

1010005018507
一般競争契約
（総合評価）

23,781,471 22,496,400 94.5% 公財 国認定 1 -
特定の事業者のみが参加可能となる仕様や参加資格とはなっていなかったが、
平成28年度は１者応札であったことから、発注単位の見直しにより競争性が確保
されるよう見直した。

有

※公益法人の区分において、「公財」は、「公益財団法人」、「公社」は「公益社団法人」、「特財」は、「特例財団法人」、「特社」は「特例社団法人」をいう。

（注）必要があるときは、各欄の配置を著しく変更することなく所要の変更を加えることその他所要の調整を加えることができる。

契約金額 落札率

公益法人の場合契約の相手方の商
号又は名称及び住

所

公益法人に対する競争入札による契約の見直しの状況（物品・役務等）

法人番号

点検結果
（見直す場合はその内容）

備考
物品役務等の名称及び数

量

契約担当官等の氏
名並びにその所属
する部局の名称及

び所在地

契約を締結した日

一般競争入札・
指名競争入札
の別（総合評価
の実施）

予定価格

様式６－３様式６－３



公益法人の区
分

国認定、都道府
県認定の区分

応札・応募
者数

継続支出
の有無

平成28年度牛肉トレー
サビリティ業務委託事
業(DNA鑑定照合用サ
ンプル採取）

支出負担行為担当
官農林水産省大臣
官房参事官（経理）
菅原誠治
東京都千代田区霞
が関1-2-1

平成28年4月1日

公益社団法人日本食
肉格付協会
東京都千代田区神田
淡路町2-1-2

8010005016652
会計法第29条
の3第4項（公
募）

- 198,397,120 - 1 公社 国認定 1 -

・公募の公告時期の早期化、公告期間
の延長を図る。
・事業者に対するヒアリング又はアン
ケート調査を実施し、その結果を参考と
しながら、可能な改善策について公募
への反映を図る。

有

平成28年度都市の木
質化等に向けた新た
な製品・技術の開発・
普及委託事業（CLT普
及促進）

支出負担行為担当
官林野庁長官今井
敏
東京都千代田区霞
が関1-2-1

平成28年6月20日

公益財団法人日本住
宅・木材技術センター
東京都江東区新砂3
丁目4番2号

5010605002253
会計法第29条
の3第4項（企
画競争）

14,777,000 14,777,000 100.0% 3 公財 国認定 19 -

企画競争の結果、採択された者が公益
法人となったものであり、特定の事業者
のみが参加できる要領や応募資格と
なっておらず、また、決定に当たり担当
局行政官の他、外部専門家を含めた者
による審査を実施しているもの。

有

※公益法人の区分において、「公財」は、「公益財団法人」、「公社」は「公益社団法人」、「特財」は、「特例財団法人」、「特社」は「特例社団法人」をいう。

（注）必要があるときは、各欄の配置を著しく変更することなく所要の変更を加えることその他所要の調整を加えることができる。

法人番号

公益法人に対する随意契約の見直しの状況（物品・役務等）

点検結果
（見直す場合はその内容）

備考
物品役務等の名称及

び数量

契約担当官等の氏
名並びにその所属
する部局の名称及

び所在地

契約を締結した日 予定価格 契約金額 落札率
再就職
の役員
の数

随意契約によ
ることとした会
計法令の根拠
条文及び理由
（企画競争又
は公募）

公益法人の場合
契約の相手方の商号
又は名称及び住所

様式６－４様式６－４


